
伊方原発の再稼働を行わないことを求める要請行動（概要） 

7 月 18 日、「原発をなくし、自然エネルギーを推進する高知県民連絡会」として、高知県と以下

のことについて、交渉を行いました。なくす会側の参加者は、３７名でした。 

概要は以下のとおりです。（文責：山﨑秀一） 

県側対応者：林業振興･環境部 杉本副部長、新エネルギー推進課 塚本課長ほか３名 

○ 申し入れた論点に対する当初回答 

① 政府は、4 月 5 日の閣僚会議で、福島原発事故の知見を反映したとする「暫定安全基準」を

確認しましたが、これは、原子力安全・保安院がまとめた 30 項目の安全対策などを実施する

計画を立てさえすればクリアできるという「再稼働ありき」の基準と言わざるを得ません。福

島原発事故の原因究明と新たな安全基準、独立性と権限を持った原子力規制機関も設置されな

い中での再稼働はあってはならないと考えます。

（県当初回答）

  法令に定める安全基準に今回ストレステストが追加された。現在の基準は、暫定であり、本

格的な安全基準が必要と認識している。

  伊方原発については、現在安全委員会が機能しておらず、白紙の段階と認識している。

  国から何らかの判断が示されたときは、本県としても独自に説明を求める。

② 伊方原発の沖合６㎞には、中央構造線が走っており、政府の地震調査会でも、「佐田岬沖の活

断層が動く可能性があり、その際にはＭ８クラスの地震発生があり得る」ことを指摘するなど、

伊方原発は南海連動地震等の地震の危険性に直面しています。伊方原発の耐震地震動は５７０

ガルですが、Ｍ８クラスの地震では、２０００ガルを超える揺れが想定されています。その際

には、地震動自体によって、制御棒挿入の失敗など緊急停止機能が稼働せず、福島原発事故を

上回る事故を引き起こす可能性があります。

（県当初回答）

  中央構造線における地震、３連動地震への対策が必要と認識している。

  四電からは、Ｍ８の地震に対する安全性を確認しているとの説明を受けている。新たな知見

を反映した上での安全性の確認を要請している。

③ 伊方原発については、3 号炉においてプルトニウムを燃料とするプルサーマル発電が行われ

ており、ＭＯＸ燃料自体の強毒性や制御棒が効きにくくなるなどの安全上不利な特性がありま

す。さらに高燃焼度燃料である「ステップ 2 燃料」が使用され、この二つが併用されることに

より双方の危険性が重複するという他の原発にも増しての危険性を持つものです。このほかに

も、老朽化に伴う金属疲労・腐食や応力腐食割れ、中性子照射脆化・加圧衝撃による機器の脆

弱性など、さまざまな危険性が指摘されています。

（県当初回答）

  プルサーマル発電についても、国の段階で安全性が確認されている。愛媛県においても、一



定のチェックがなされている。

  高経年化についても、一定の安全基準が適用され、新基準でも新たな判断が示されるものと

考えている。

④  四国内においては、四国電力自身が公表しているように、今夏の電力使用ピーク時において

も電力不足は生じないのであり、伊方原発を再稼働しなければならない理由は何らありません。

（県当初回答）

  四国電力では、火力発電所の点検繰り延べなどの綱わたりの努力がなされている。

  エネルギー安全保障の観点からは、一定の余裕量が必要と考える。

  再稼働については、長期的なエネルギー需要の議論が必要であり、国の方針にも多角的な議

論がされるべきと考える。その中での原発の取り扱いが定められるべきである。ただちに原発

０にはなりがたいのではと考える。国の議論を見守りたい。

⑤  周知のとおり、高知県は、伊方原発から 300 キロ圏内にすべての県全域が入ります。福島原

発事故の経験からもひとたび原発事故がおこればすべての県民が甚大な被害を受けることは明

らかです。この間の貴職の姿勢は、愛媛県の対応を尊重するということにとどまっています。

また、四国電力の株主総会において、貴職は「再稼働については慎重な対応を」との要請をさ

れました。これは、再稼働を容認するものとも受け止められるものであり、容認できません。

（県当初回答）

  私の株主総会での発言が、「再稼働容認」と受け止められたかもしれないが、立場はニュート

ラルである。これまでの株主総会では発言しなかったが、今回、安全第一の主旨で発言した。

再稼働容認の立場ではない。

⑥ 伊方原発で事故があれば、まさにその当事者となる高知県民を代表される立場の貴職として、

主体性を発揮し、政府、四国電力に対して、伊方原発再稼働判断を行わないことを求めるとと

もに、愛媛県知事に対しても、再稼働容認の判断をしないことを求めるよう要請します。

（県当初回答）

  原発に対する厳しい視線があることを踏まえて、各機関は慎重な対応をすると考える。

  意志決定プロセスに入ってない高知県が、発言する立場にないと考えている。

  高知県として、再稼働条件として、ア．国からの直接の説明およびそれを受けた四電の対応、

イ．地震に対する安全対策の確立、ウ．異常が発生したときに通報連絡体制の確立、を確認し

ている。愛媛県もずるずると容認するとも思えない。

○ やりとり

（なくす会）

  高知県は、現状においては、再稼働反対の立場か。

  国における再稼働判断はあり得ることであり、四電との間で、「再稼働判断には高知県の合意

が必要」との協定書を結ぶべきだ。県として、危機意識を持って対応してもらいたい。

  県として、何らかのチェックをなし得る体制を構築すべきだ。

  愛媛と高知で判断が違った場合は、高知県は反対の立場をとるのか。

  計画停電が、いわば「脅し」として使われていることに対応すべきではないか。



  加圧水型原子炉は蒸気発生器や配管が弱点であることの認識はいかに。

  使用済み核燃料の存在自体が危ない。

伊方原発の真下にある活断層の評価は確認しているか。

  ガスコンバインド発電の推進を四電に要請すべきだ。

  県として、スピーデｲに代わるような簡易な予測装置を導入すべきだ。

（県回答）

  安全委員会が稼働していない現状での再稼働判断はないと考えている。

  稼働自体に係わる協定を結んでいるところはない。通報連絡については、安全協定を結びた

いと考えている。

  原子力は専門性が求められ、立ち入りづらい分野だ。新規制庁では、機能を発揮できる体制

が整えられると認識している。県庁内に専門家をおくとか安全委員会のようなものを作るとか、

県内には原子力の専門家がおらず、難しい課題だ。県の立場というのは、国の判断を監視する

という役割分担によるべきではないかと考えている。

  愛媛と高知で判断が食い違った場合は、国に申し入れをする。

  高知県の判断基準は、四電にも愛媛県にも伝えている。ルールではないが、一定の担保とな

ると考えている。

  森林汚染の問題については、関心を持ってやっている。

  計画停電は、国から求められたものである。四電はどちらかといえば、いやがっているもの

であり、今回の対応に「脅し」などの意味はないものと考えている。

  加圧水型は配管が弱点であることは認識している。四電も、重点的に点検している。

  真下の活断層の存在も踏まえて、安全基準を満たしていると判断されたものと考えている。

  ガスコンバインドについては、高知県も推進の立場である。

  簡易な予測装置の導入については、持ち帰って検討する。

（なくす会からの要請）

①  県内に専門家がいないとしても、政府の悪しき政治判断や電力会社のごまかしはある

のであり、実効性をもって監視していく委員会などの体制を構築すべきである。私たち

も参加してもよいと考える。

②  高知県としての、能動的なアクションを求める。現状で再稼働反対の立場を示すこと

が、悪しき政治判断への抑止にもつながる。また、その一環としての四電との間での「再

稼働についての合意を必要とする協定」についても、そのような力を発揮するのである。


